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1980年代後半以降の日本農業の構造変化は，国内の農業生産配置を変化させ，産業に乏しい国土

周辺部の社会やその資源利用に大きなインパクトを与えつつある．本博士論文では，国土周辺部に

広範に成立し，1980年代後半以降に一部の地域で成長が見られる例外的な農業部門である肉用牛繁

殖部門を取り上げ，その成長の背後にある個別経営の動態を分析することで，今後，同部門が国土

周辺部の社会や資源利用の中にどのように根付いていくのかを考察した． 

1 章では，日本の肉用牛繁殖部門の特徴や歴史的展開，立地変動を俯瞰したうえで，既存研究に

より各産地の動向を整理し，本論文の具体的な作業課題を導出した． 

戦後の肉用牛繁殖部門の経営環境は大きく 3 期に区分される．第 1 期は 1950～1964 年であり，

肉用牛繁殖部門の収益性はきわめて低かった．第2期は1965～1987年であり，収益性は改善され

たものの，他の土地利用型農業部門より依然低位かつ不安定であった．第 3 期は 1988 年以降であ

り，子牛価格は全国的な供給不足を背景に比較的堅調に推移し，価格支持政策の後退とともに収益

性が低下した畑作物に対しては優位性が生じていた．この第3期には，本州や九州の伝統的産地で

は昭和1桁生まれ世代の引退により肉用牛繁殖部門が縮小しているのに対して，北海道や沖縄離島

部の遠隔畑作地帯で同部門の急成長が見られた．また，急峻かつ隔絶性が高い離島部といった最縁

辺地域や，酪農地帯・肥育地帯の一部でも成長が見られた．この成長は，各地域の地形や気象条件，

歴史的背景などを反映し，また，経営規模の分化を伴いながら実現されている．そこで本論文では，

肉用牛繁殖部門の展開が地域の社会や資源利用に大きな影響を与えると考えられる遠隔畑作地帯と

最縁辺地域を取り上げ，同部門の成長の背後にある個別経営の動態を分析した．これらの事例分析

を通じて，本研究では3つの課題を設定した．第1に，肉用牛繁殖部門の経営的・技術的特徴を明

らかにし，第2に，こうした特徴と遠隔畑作地帯・最縁辺地域の地域的条件との関係から肉用牛繁

殖部門の動向を整理する．第3に，他地域についてもその地域条件や生産構造等を踏まえ，同部門

の動態に見通しを与える． 



 2 章では，研究視角を整理し具体的な分析枠組を提示した．本論文では，地域の肉用牛繁殖部門

の成長を，同部門を構成する経営群の進化の過程として捉え，それを個々の経営の適応的技術変化

に焦点を当てて分析した．経営群の進化とは，地域の経営群において特定の技術的特徴を持つ経営

が増減し，経営群の構成が変化することをいう．適応的技術変化とは，外部環境に誘発されて新し

い技術の実現を目指す生産者が，試行錯誤を繰り返す中から現実に生み出されていく技術変化をい

い，既存の誘発的技術革新の理論に，具体的状況に置かれた生産者による認識や判断の過程を取り

入れて技術変化を説明するものである．各経営の技術的特徴を捉えるうえでは資本装備に注目し，

資本装備の導入とそれを契機に必要となる技術の試行錯誤の過程を分析した．こうした大枠の視角

に基づき，続く３～５章では，各地域の肉用牛繁殖部門の動態が分析された． 

3 章では，本土復帰後，特に第 3 期の沖縄離島部における肉用牛繁殖部門の適応的技術変化を，

生産拡大が著しい多良間島・石垣島を事例に分析した．復帰後沖縄の肉用牛繁殖経営群では，技術

的特徴の異なる３つの経営が生成してきた．第1は小規模経営であり，施設や農機具に目立った投

資が行われていない．多くはサトウキビ作の副収入源として導入され，沖縄の生態環境下で克服し

がたい技術的課題に直面することはなかった．第 2 は中規模経営であり，採草機械一式を所有し，

農地獲得や施設拡充にも適宜投資を行っていたが，労働使用的性格が強く，若い世代には魅力に乏

しい．第3は大規模経営であり，低資本経営から段階的に拡大したものもあるが，政府の畜産基地

建設事業や草地開発事業に参加して規模を拡大したものが多い．効率的な採草や個体の衛生管理に

おいて個々の経営の高度な技術力が厳しく問われていた． 

4 章では，戦後北海道における肉用牛繁殖部門の成長を分析した．代表的な子牛産地である大樹

町を事例に，第1期～第3期の個別経営における資本装備の導入，適応的な技術習得過程，維持と

いう３つの局面に注目することで，長期にわたる経営群の動態を説明することを試みた．大樹町の

肉用牛繁殖経営群では，時間の経過とともに小規模経営，中規模経営，大規模経営という異なる技

術的特徴を持つ経営が現れ，それらが地域の基幹農業部門の動向や補助事業の実施等と関連して複

線的な展開を示した．小規模経営は，農家の副収入源として，各時期の他部門の動向に規定されな

がら広範に展開した．中規模経営は，他部門に対して所得が劣るため，主に過去の畑作の冷害や子

牛価格の高騰時に一時的に成立した．大規模経営は，第2期以降，酪農や畑作に生計を依存できな

かった少数の農家が大型補助事業を利用することで成立し，大きな収益格差を伴いながら展開して

いた． 

5 章では，最縁辺地域の産地として隠岐・知夫里島を事例に，経営群としての牧野利用や集団的

な技術的対応にも注目し，第3期の肉用牛繁殖経営の変化を分析した．知夫里島では第3期，島の

共同牧野や放棄された田畑が有効に活用されて，わずかな資本投入のままできわめて労働生産性の

高い肉用牛繁殖経営が実現された．しかし，その技術は単純に土地が労働や資本に代替したもので

はなく，第 1 に，共同牧野の整備や維持に必要な投資が財政支出を通じて行われてきたこと，第 2

に，共同牧野での母牛の発情や子牛の体調に関する日々の情報交換や，高齢農家による技術指導と

いった経営群としての対応が，本来なら個別経営に必要な資本装備を軽減してきた前提条件下で見

いだされてきたものであった．  



6章では，各章の知見を整理し，本研究の検討課題に答えを示した． 

肉用牛繁殖経営では，放牧を通じて土地供給が労働に代替し労働生産性が向上する余地が大きい

が，日本の生態環境，市場環境のもとではその労働生産性が粗飼料生産や個体管理の巧拙にも大き

く左右される．特に個体管理に関しては，日本の市場条件では子牛の単価やその個体差が大きく，

多頭飼養下での母牛の発情発見や子牛の下痢防止といった技術も十分に標準化されていないため，

その巧拙が母牛1頭当たりの販売額に大きな格差をもたらす．このため，各農家は規模拡大に際し

て，土地を利用した労働節約と，確実な個体管理・飼料調達とのバランスを取りながら労働生産性

を向上させる必要がある．この対応において重要なのが，必要な生産要素の量および質が異なる飼

料調達方法，個体管理方法を組み合わせていくという対応であり，それにより肉用牛繁殖部門は条

件が異なる地域や農家に，多様なかたちで柔軟に根付いている． 

こうして各地で成立してきた経営は，資本装備に注目すると，少頭数の範囲にとどめるため土地

供給による放牧導入が生産性向上に直結する低資本経営，機械採草を軸としており生産性向上の余

地が小さい中資本経営，土地賦存のみならず技術的能力により経営間の対応や生産性に大きな差が

ある高資本経営の３タイプに整理できた． 

以上の特徴と各地域の条件を踏まえて今後の展開を考察すると，まず，南西諸島では亜熱帯で放

牧期間が長いという条件下，土地供給の増加とともに生産性の高い低資本経営が副収入源として定

着し，また，高資本経営も一般の農家に採用可能なものとして広がっていく．北海道畑作地帯でも，

広大な耕地や中古機械の存在を背景に生産性の高い低資本経営が展開するとともに，畑作，酪農に

次ぐ第3の部門として高資本経営が次第に浸透していく．最縁辺地域の一部では，粗放放牧を軸に

粗放化する土地資源を面的に活用しつつ確実な個体管理を図る経営が成立しうるが，それが可能な

地域は温暖で放牧期間が長く共同牧野が残る西南日本の一部に限られる．また，事例地域以外につ

いては，南九州では，低平な畑地を利用した採草主体の高資本経営が多数成立し，地域の生産を支

えていく．本州・九州の水田農業と結びついた伝統的産地では，低平な土地が限られ放牧の余地も

小さいため低資本経営の多くは消滅し，総じて購入粗飼料に大きく依存した高資本経営が点在する

にとどまる．酪農地帯や肥育地帯の一部でも，こうした高資本経営が点的に現れてくるであろう． 

肉用牛繁殖部門は国土周辺部において，既存の農業部門・産業に対する副次的部門としては安定

的に成立するが，それらに代わる主部門としては，農家にあまねく安定した所得を約束するもので

はない．この点で，肉用牛繁殖部門は，国土周辺部の経済基盤としても．国土保全に資する資源利

用としても，既存の土地利用型農業部門に代わるものとして過大な期待はできない．しかし，肉用

牛繁殖部門は，個人・集団の技術的適応次第では土地賦存を労働生産性の大幅な向上に結びつけて

既存部門よりはるかに大きな所得が実現できるという点で，国土周辺部に定住を志す意欲ある世帯

に大きな可能性を与えている．また，そうした経営の成立は土地資源の面的利用にも強く結びつく

ものとなる．その生産振興にあたっては，異なる飼料調達方法・個体管理方法が各農家に多様に組

み合わされるという技術的特徴を踏まえると，国レベルでは家畜改良や価格下落時の補填等を行い

つつも，具体的な振興方策は個々の生産者の技術的適応やその国土保全との関係に目が行き届く市

町村レベルの公的機関に委ねることが重要となると考えられる． 


